
議員提出第１９号議案 

 

   固定資産税における償却資産に関する意見書 

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１３条の規定により提出する。 

  平成１８年１２月１９日 

         提 出 者 

足立区議会議員  野  中  栄  治 

同        浜  崎  健  一 

同        き じ ま  て る い 

同        鈴  木     進 

同        芦  川  武  雄 

同        鴨  下     稔 

同        針  谷  み き お 

同        三  好  す み お 

同        新  井  ひ で お 

同        た が た  直  昭 

 

足立区議会議長  しのはら 守 宏  様 

 

（提案理由） 

 国会及び政府に対し、納税者が納得して納税できる制度への改善と申

告しやすい環境を整えるよう求めるため、本案を提出する。 



固定資産税における償却資産に関する意見書 

 

 地方税法第３５１条では、償却資産に対して課する固定資産税の課税

標準となるべき額が１５０万円に満たない場合においては、固定資産税

を課すことができないと免税点を定めている。 

 現行の免税点は平成３年に定められてからすでに１５年が経過してお

り、現在では、極めて小規模な設備等の償却資産も課税対象となり、長

引く不況に苦しんでいる小規模事業者の経営を圧迫している。 

 また、免税点制度では、課税標準額が免税点未満の場合は課税されな

いが、課税標準額が免税点以上になるとその総額に課税される。そのた

め、課税標準額が１４９万円の場合の課税額は０円であるが、１５０万

円になると２１,０００円（税率１.４％）となり、納税者に不公平感を

与え、償却資産にかかる固定資産税への理解を難しくしている。 

 その上、多くの個人事業者は、所得税の申告期限である３月１５日を

念頭に決算準備を進めているが、所得税の決算書記載事項と密接に関連

している償却資産の申告期限は１月３１日となっている。 

 よって、足立区議会は国会及び政府に対し、納税者が納得して納税で

きる制度への改善と申告しやすい環境を整えるため、下記事項の実現を

強く求めるものである。 

記 

１ 固定資産税における償却資産の免税点（現行１５０万円）を基礎控

除に改め、控除額を大幅に引き上げること。 

２ 申告期限を現行の１月３１日から３月３１日に変更すること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

  平成  年  月  日 

                   議  長  名 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 



内閣総理大臣  あ て 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

 


